


― 73 ―

Ⅰ．Ｒ&Ｄ推進部

表３　稼働性評価（向波中上下揺）

船型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2　 12.5　 13.8　 15.1　 16.5　 17.8　

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.01 0.09 0.30 0.59 0.84 0.88 1.06 1.43 1.82 2.18 2.47
 5.5 0.02 0.11 0.37 0.72 1.02 1.07 1.29 1.74 2.23 2.66 3.01
 6.5 0.02 0.13 0.44 0.85 1.21 1.27 1.53 2.06 2.63 3.14 3.56
 7.5 0.02 0.15 0.50 0.98 1.39 1.47 1.76 2.38 3.04 3.63 4.11
 8.5 0.03 0.17 0.57 1.11 1.58 1.66 2.00 2.69 3.44 4.11 4.66
 9.5 0.03 0.19 0.64 1.25 1.77 1.86 2.23 3.01 3.85 4.59 5.21
10.5 0.03 0.21 0.71 1.38 1.95 2.05 2.47 3.33 4.25 5.08 5.75
11.5 0.04 0.23 0.77 1.51 2.14 2.25 2.70 3.65 4.66 5.56 6.30
12.5 0.04 0.25 0.84 1.64 2.32 2.44 2.94 3.96 5.07 6.04 6.85
13.5 0.04 0.27 0.91 1.77 2.51 2.64 3.18 4.28 5.47 6.53 7.40
14.5 0.05 0.29 0.97 1.90 2.69 2.83 3.41 4.60 5.88 7.01 7.95

セミサブ型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2　 12.5　 13.8　 15.1　 16.5　 17.8　

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.05 0.04 0.06 0.17 0.39 0.67 0.97 1.23 1.43 1.57 1.69
 5.5 0.06 0.05 0.07 0.21 0.47 0.82 1.19 1.51 1.75 1.91 2.07
 6.5 0.07 0.06 0.08 0.25 0.56 0.97 1.40 1.78 2.06 2.26 2.44
 7.5 0.08 0.07 0.10 0.29 0.64 1.12 1.62 2.05 2.38 2.61 2.82
 8.5 0.09 0.08 0.11 0.32 0.73 1.27 1.83 2.33 2.70 2.96 3.19
 9.5 0.10 0.09 0.12 0.36 0.81 1.42 2.05 2.60 3.02 3.31 3.57
10.5 0.11 0.09 0.14 0.40 0.90 1.57 2.27 2.88 3.33 3.66 3.95
11.5 0.12 0.10 0.15 0.44 0.98 1.71 2.48 3.15 3.65 4.00 4.32
12.5 0.13 0.11 0.16 0.48 1.07 1.86 2.70 3.42 3.97 4.35 4.70
13.5 0.14 0.12 0.17 0.51 1.16 2.01 2.91 3.70 4.29 4.70 5.07
14.5 0.15 0.13 0.19 0.55 1.24 2.16 3.13 3.97 4.61 5.05 5.45

モノコラム型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2　 12.5　 13.8　 15.1　 16.5　 17.8　

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.03 0.05 0.09 0.13 0.15 0.21 0.41 0.74 1.15 1.65 2.21
 5.5 0.04 0.06 0.11 0.16 0.19 0.26 0.50 0.90 1.40 2.02 2.70
 6.5 0.05 0.07 0.13 0.19 0.22 0.31 0.59 1.06 1.66 2.38 3.20
 7.5 0.06 0.08 0.15 0.21 0.25 0.35 0.69 1.23 1.91 2.75 3.69
 8.5 0.06 0.09 0.17 0.24 0.29 0.40 0.78 1.39 2.17 3.11 4.18
 9.5 0.07 0.10 0.19 0.27 0.32 0.45 0.87 1.55 2.42 3.48 4.67
10.5 0.08 0.12 0.21 0.30 0.35 0.50 0.96 1.72 2.68 3.85 5.16
11.5 0.09 0.13 0.23 0.33 0.39 0.54 1.05 1.88 2.93 4.21 5.65
12.5 0.09 0.14 0.25 0.36 0.42 0.59 1.14 2.04 3.19 4.58 6.15
13.5 0.10 0.15 0.27 0.39 0.46 0.64 1.23 2.21 3.44 4.95 6.64
14.5 0.11 0.16 0.29 0.41 0.49 0.69 1.33 2.37 3.70 5.31 7.13

図４　想定海域

図５　周波数応答関数（上下揺れ）

図６　周波数応答関数（横揺れ）

表２　海気象条件

項目
再現期間

10年 100年

波スペクトル JONSWAP（γ=2.5）

有義波高 ［m］ 7.3 8.2

スペクトルピーク波周期 ［s］ 10.8 11.5

10分平均最大風速 ［m/s］ 24.7 26.8

最大流速 ［m/s］ 1.13



２．想定海域
　稼働性評価を行う為に、想定海域を図４の地点に設定
した。波浪及び風に関しては、日本気象協会が提供して
いる1994～2002年のデータに基づき、それぞれ10年及び
100年確率統計量を求めた。波スペクトルは、JONSWAP
を用いることとし、流れについては日本海洋データセン
ターが公開している表面海流データ（1953年～1994年）
の最大値を用いた。表２に海気象条件を示す。

３．評価結果
　以上の設定条件から、波浪中応答の周波数応答関数を
求め（図５～６）、稼働性評価を行った（表３～４）。尚、
今回の評価では、既存リグの掘削時の稼働限界を参考と
して、稼働限界許容値を上下揺れ（Heave）片側3.2m、
横揺れ角（Roll）片側５°とした。
　表３では、３時間中最大片側Heave 3.2m以上の範囲
（稼働できない範囲）を黄色で表し、赤枠は設計条件内
を表している。荒天時（３時間中）Heave片振幅の最大
期待値の大小でみると、モノコラムハル型が最も良く、
次がセミサブ型、船型が最も悪い。但し設計条件内でみ
ればいずれも稼働率は100％といえる。
　表４も同様に、３時間中最大片側Roll角５°以上の範囲
（稼働できない範囲）を黄色で表し、赤枠は設計条件内

を表している。Roll動揺量の大小でみると、モノコラム
型が最もよく、船型が最も悪いが、設計条件内でみれば
稼働性に関し問題はない。

まとめと検討課題
　本研究では、掘削システムを想定した３種類の浮体シ
ステムの稼働性評価を実施した。設定した想定海域、海
気象条件に対し、全てのシステムが高い稼働率であった
が、モノコラムハル型の優れた動揺性能が明らかになっ
た。但し、セミサブ型と同様、Rollの同調周期が非常に
長く、非線形な長周期漂流モーメントの影響を受けて大
振幅のRoll動揺が生じる可能性があるので、今後より詳
細な検討が必要である。
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　本研究は、（独）海上技術安全研究所との共同研究とし
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表４　稼働性評価（横波中横揺れ）

船型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2　 12.5　 13.8　 15.1　 16.5　 17.8　

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.32 0.52 0.62 0.57 0.49 0.55 0.88 1.58 2.61  3.78  5.03
 5.5 0.39 0.63 0.75 0.70 0.60 0.67 1.08 1.93 3.19  4.62  6.14
 6.5 0.46 0.75 0.89 0.83 0.71 0.79 1.27 2.29 3.77  5.46  7.26
 7.5 0.53 0.86 1.03 0.95 0.82 0.91 1.47 2.64 4.35  6.30  8.38
 8.5 0.60 0.98 1.16 1.08 0.93 1.03 1.67 2.99 4.93  7.14  9.50
 9.5 0.67 1.09 1.30 1.21 1.04 1.15 1.86 3.34 5.51  7.98 10.61
10.5 0.74 1.21 1.44 1.34 1.15 1.27 2.06 3.69 6.09  8.82 11.73
11.5 0.81 1.32 1.57 1.46 1.26 1.39 2.25 4.04 6.67  9.66 12.85
12.5 0.88 1.44 1.71 1.59 1.37 1.52 2.45 4.40 7.25 10.50 13.96
13.5 0.95 1.55 1.85 1.72 1.48 1.64 2.65 4.75 7.83 11.34 15.08
14.5 1.02 1.67 1.98 1.85 1.59 1.76 2.84 5.10 8.41 12.18 16.20

セミサブ型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2 12.5 13.8 15.1 16.5 17.8

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.12 0.34 0.82 1.42 1.78 1.92 1.94 1.90 1.81 1.71 1.60
 5.5 0.15 0.41 1.00 1.73 2.18 2.35 2.38 2.32 2.22 2.90 1.96
 6.5 0.18 0.49 1.18 2.05 2.57 2.78 2.81 2.74 2.62 2.47 2.31
 7.5 0.20 0.56 1.36 2.36 2.97 3.21 3.24 3.16 3.02 2.85 2.67
 8.5 0.23 0.64 1.54 2.68 3.36 3.63 3.67 3.58 3.42 3.23 3.02
 9.5 0.26 0.71 1.72 2.99 3.76 4.06 4.11 4.01 3.83 3.61 3.38
10.5 0.28 0.79 1.91 3.31 4.16 4.49 4.54 4.43 4.23 3.99 3.74
11.5 0.31 0.86 2.09 3.62 4.55 4.92 4.97 4.85 4.63 4.37 4.09
12.5 0.34 0.94 2.27 3.94 4.95 5.34 5.40 5.27 5.03 4.75 4.45
13.5 0.37 1.01 2.45 4.25 5.34 5.77 5.83 5.69 5.44 5.13 4.80
14.5 0.39 1.08 2.63 4.57 5.74 6.20 6.27 6.11 5.84 5.51 5.16

モノコラム型 ピーク波周期［sec］
4.6 5.9 7.2 8.6 9.9 11.2　 12.5　 13.8　 15.1　 16.5　 17.8　

有
義
波
高
［
m
］

 4.5 0.05 0.23 0.49 0.74 0.95 1.07 1.12 1.10 1.06 1.00 0.93
 5.5 0.06 0.28 0.60 0.91 1.17 1.31 1.36 1.35 1.29 1.22 1.13
 6.5 0.07 0.33 0.70 1.07 1.38 1.55 1.61 1.59 1.53 1.44 1.34
 7.5 0.08 0.38 0.81 1.24 1.59 1.79 1.86 1.84 1.76 1.66 1.54
 8.5 0.10 0.44 0.92 1.41 1.80 2.03 2.11 2.08 2.00 1.88 1.75
 9.5 0.11 0.49 1.03 1.57 2.02 2.27 2.36 2.33 2.23 2.10 1.95
10.5 0.12 0.54 1.14 1.74 2.23 2.51 2.60 2.57 2.47 2.32 2.16
11.5 0.13 0.59 1.25 1.90 2.44 2.75 2.85 2.82 2.70 2.55 2.36
12.5 0.14 0.64 1.35 2.07 2.65 2.99 3.10 3.06 2.94 2.77 2.57
13.5 0.15 0.69 1.46 2.23 2.86 3.22 3.35 3.31 3.17 2.99 2.78
14.5 0.16 0.74 1.57 2.40 3.08 3.46 3.60 3.55 3.41 3.21 2.98



目的
　洋上浮体システムを用いた海洋石油天然ガス開発で
は、浮体の定点位置保持方法が重要な技術の一つとなる。
中でも、近年積極的に研究開発、実用化が進められてい
る方法が動的位置保持システム（DPS: Dynamic Posi-
tioning System）である。この方法は、浮体自身の推進
力（スラスタ等）によって位置保持するものであり、係
留・係船が困難な大水深域等で必要とされる技術である。
また一方で、比較的浅い水深での掘削船のオペレーショ
ンでは、使用するライザー管の短さに起因して目標制御
位置からの許容誤差範囲が狭くなり、より高精度の位置
保持が必要となる。更に強潮流等下では、処理速度の速
い制御方法が必要とされる。このような浅海域かつ強外
乱下で既存のDPS技術を用いた場合、制御の処理速度や
精度の面で問題が生じ、目的のオペレーションが不可能
になるケースが想定される。
　そこで本研究では、大水深のみならず浅海域、強潮流
下における位置保持も視野に入れ、浮体式掘削リグを想
定した高性能かつ実用的な浮体位置保持DPSアルゴリズ
ムを開発することを目的とする。

内容及び成果
１．制御系開発
１）制御構成
　DPSを用いた浮体システムの場合、風、潮流、波に対
し浮体自身の推進力により定点保持制御される必要があ

る。本研究で用いた制御システム構成図を図１に、浮体
運動の座標系を図２に示す。

２）運動モデル
　浮体運動を表す基本運動方程式は、図２に示す座標系
に従い次のように表現される。
Surge；
　（m+mx）u−（m+my）vr−（mx−my）Ucrsin（βc−Ψ）=XH+XT+XF
Sway；
　（m+my）v̇+（m+mx）ur+（mx−my）Ucrcos（βc−Ψ）=YH+YT+YF
Yaw；
　（IZZ+JZZ）ṙ=NH+NT+NF

⑽　次世代型動的位置保持制御アルゴリズムに関する研究

実 施 期 間　平成21年度～
担 当 者　浅沼貴之、前田克弥
研究委託先　公立大学法人　北九州市立大学
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図１　制御システム構成図

図２　座標系



ここで、
m ：浮体の質量
mx ：x軸方向の付加質量
my ：y軸方向の付加質量
Izz ：浮体重心まわりの慣性モーメント
Jzz ：浮体重心まわりの付加慣性モーメント
u ： 物体固定座標系における浮体運動のx軸

方向成分
v ： 物体固定座標系における浮体運動のｙ軸

方向成分
r ：回頭角速度
Ψ ：回頭角
Uc ：潮流速度
βc ：潮流方向
Xc、Yc、Nc ：潮流による前後力、横力、モーメント
XT、YT、NT ：推進器による前後力、横力、モーメント
XA、YA、NA ：風による前後力、横力、モーメント
XW、YW、NW ：波による前後力、横力、モーメント

３）制御演算
　基本制御演算にはPID制御を用いた。PID制御とは
フィードバック制御の一種であり、入力値の制御を出力
値と目標値との偏差、その積分、および微分の３つの要
素によって行う方法である。外乱制御演算にはFuzzy制
御を適用した。Fuzzy制御はファジィ集合論（Fuzzy 
Set Theory）に基づいて制御モデルや制御系を構成す
る方法である。ファジィ集合論は、点がある集合に属す
るか属さないかのいずれかとなる通常の集合論と異な
り、中間の状態を許容した集合論である。これにより、
自然言語が有するあいまいな表現－例えば（とても大き
い／やや大きい／やや小さい／とても小さい）などに対
しての中間的な値を対応させることができる。

４）推力配分アルゴリズムの構築
　推力配分アルゴリズムにはエネルギー最小評価手法
と、旋回角最小評価手法の２つを適用した。特徴として、
エネルギー最小評価手法は消費エネルギーが最小になる
ように推力配分が決定されるので消費エネルギーが少な
いのに対し、台風などの急激な外乱に対して、スラスタ
の反応が遅れてしまう。旋回角最小評価手法は、スラス
タの旋回する角度を最小にするよう推力配分が決定され
るので、急激な外乱に対してもスラスタが反応するが、
消費エネルギーが多くなってしまう。そこで図３のよう
に外乱が急激になったときに旋回角最小評価手法、外乱
がある程度穏やかなときはエネルギー最小評価手法を使
うように切り替えを行うシステムを適用した。

２．シミュレーション
１）計算条件
　本研究で用いた浮体システムの諸元を表１、推進器の
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図３　アルゴリズムの切り替え

表２　推進器諸元

名称 記号 単位 パラメータ

スラスタ個数 NTHRU 4

取り付け位置X座標 XAT m ［100 100－100－100］

取り付け位置Y座標 YAT m ［－6.5 6.5 －6.5 6.5］

最大スラスタ容量 FMAXS ton ［100 100 100 100］

スラスタ旋回速度 THVE deg/s ［18 18 18 18］

表１　船体諸元

名　称 記　号 単　位 パラメータ

船　長 FLPP m 255.7

船　幅 B m 42.31

喫　水 DM m 14.62

排水量 DISP ton 135441.0

重心位置x座標 GX m 0

重心位置y座標 GY m 0

水線上正面投影面積 AAT m2 880

水線上側面投影面積 AAL m2 5035

浮体の質量 M ton 13813.46

x軸方向の付加質量 Mx kg 1490.10

y軸方向の付加質量 My kg 16836.24

浮体重心周りの慣性
モーメント Izz ton・m 52643103.99

浮体重心周りの
付加慣性モーメント Jzz ton・m 51011871.99

表３　外乱データ

① ② ③

平均風速［m/s］ 10 30 45

平均潮流速［m/s］ 2 5 10



諸元を表２、外乱データを表３にそれぞれ示す。

２）結果
２-１）PID制御とFuzzy-PID制御の比較
　ここで、既存のPID制御と本研究で開発したFuzzy-
PID制御の比較を示す。例として表３の③の外乱データ
を用いたシミュレーション結果を図４、５に、更に①～
③のシミュレーション結果の絶対値を合計し、評価した
結果を表５に示す。全ての条件下で、Fuzzy-PID制御が
PID制御よりも良好な結果となった。
２-２）従来型制御と本手法の比較
 本研究で開発した制御アルゴリズムの妥当性を検証す
るために、従来型の制御アルゴリズム（PID制御のみ）
との比較シミュレーションを行った。尚、風速、潮流速
はwhite noiseを用いてdavenportの外乱モデルより求め
（図６、７）、風、潮流の角度は一定とし、０～360度の
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図８　 X方向， Y方向変位の比較図４　X方向、Y方向変位の比較

図５　N角度の比較

図６　風速データ

図７　潮流速データ 

表４　PIDとFuzzy-PIDの評価値

① ② ③

X（PIDのみ）   80.09   582.64  1867.10

X（Fuzzy-PID）   33.15   363.30   686.14

減少率（%）   29.27    38.41    26.87

Y（PIDのみ） 1749.63 11209.21 43512.28

Y（Fuzzy-PID）  652.56  6114.72 31544.12

減少率（%）   27.17    35.30    42.03

N（PIDのみ）  189.45  1217.21  4713.83

N（Fuzzy-PID）   78.95   756.97  1421.98

減少率（%）   29.42    38.34    23.18

表５　PIDと本手法の比較

角度［deg］ X　PID X　本研究 減少率［%］ Y　PID Y　本研究 減少率［%］ N　PID N　本研究 減少率［%］
  0 34.07  7.29 82.36    0.00   0.00  0.00   0.00  0.00  0.00
 45 29.03  7.82 78.78  878.98 299.00 74.62 110.86 22.40 83.19
 90  2.35  8.70 21.30 1337.80 287.63 82.30  65.00 26.29 71.20
135 29.96 15.69 65.63  869.95 345.86 71.55 219.59 46.35 82.57
180 44.27 17.53 71.64    0.00   0.00  0.00   0.00  0.00  0.00
225 29.96 14.70 67.08  869.95 339.26 71.94 219.59 76.25 74.23
270  2.35  8.36 21.97 1337.80 518.49 72.07  65.00 10.09 86.56
315 29.03  7.54 79.38  878.98 351.26 71.45 110.86 25.23 81.46



範囲で45度毎に計算を行った。例として、風向、潮流角
度共に90度の際のシミュレーション結果の時系列を図
８、９に示す。また、変位および角度の絶対値の総和に
て評価した、全ケースの評価値を表５示す。これらの結
果から、本研究で開発を行った制御アルゴリズムの妥当
性が示された。

まとめと検討課題
　本研究では、外乱制御演算にFuzzy制御、推力配分ア

ルゴリズムにエネルギー最小評価手法と旋回角最小評価
手法を適用し、新たな制御アルゴリズムを構築した。以
下に結論と今後の課題を示す。
・風、波、潮流の外乱条件下における、任意の推進力
個数、位置、最大容量についてDPS性能を確認する
シミュレーションプログラムを開発した。
・Fuzzy-PID制御を用いることにより、PID制御のみ
の場合と比較して、定点位置保持性能の向上に成功
した。
・スラスタ推力配分アルゴリズムにエネルギー最小評
価手法、旋回角最小評価手法を併用することにより、
急激な風向、潮流向の変化に対し即時応答性を持た
せることに成功した。

　尚、本研究では浮体運動とDPS制御を水平面（２次元
平面）のみで取り扱った。実際の掘削リグや生産プラッ
トフォームを想定した場合、ロール等を含めた３次元運
動を考慮する必要性もあることから、今後３次元問題へ
の拡張へ取り組む予定である。

― 78 ―

第３編　研究・調査成果各論

図９　N角度の比較 



目的
　海洋油ガス田開発の大水深化に伴い、今後一段とフレ
キシブルライザーやフローライン等のフレキシブルパイ
プの重要性が高まることが予想される。このような状況
下において、2,000ｍおよび3,000ｍの水深にて適用可能
なフレキシブルパイプを開発するための技術課題および
製造方法の検討を行い、経済性の評価を行うことを本研
究の目的とする。

経緯
　世界の石油需要は今後ますます増大する見込みであ
り、海底油田に関しては、更に大水深域での開発が進め
られようとしている。現在、ブラジル、西アフリカ等で
は水深2,000ｍ級を目標に海底油田開発が行われている
が、これより更に大水深域で、多くの石油埋蔵量が確認
されており、今後は水深3,000ｍ級までの油田開発が急
速に進むものと考えられる。
　このような大水深域での油田開発において、鍵となる
技術がフレキシブルパイプ（本研究ではフレキシブルラ
イザー、フローラインを合わせてフレキシブルパイプと
呼ぶ）である。大水深化に対応して、フレキシブルパイ
プの耐外圧強度や引張り強度を大幅に向上させ、また、
新たに保温や加熱の機能等を有する構造とする必要があ
り、これらの技術開発が今後の大水深油田開発にとって
重要となる。
　大水深用フレキシブルパイプについては、水深2,000m
級までは補強部材の厚さ、強度等を改良した従来構造品
が適用可能と考えられるが、更に水深3,000ｍ以上の海
域で適用するフレキシブルパイプについては材料、構造
等まで見直した新しいコンセプトとする必要がある。
　このような背景の下、平成20年度石油・天然ガス開発・
利用促進型特別公募研究「大水深用フレキシブルパイプ
の開発調査研究」において水深2,000ｍおよび3,000ｍに
適用可能なフレキシブルパイプについて設計・製造方法・
経済性の検討を実施している。
　本稿では本研究のうち、フレキシブルパイプの設計上
問題となるフレキシブルパイプの挙動評価結果について
紹介する。

内容及び成果
　フレキシブルライザーを利用したライザーシステムに
は図１に示すような種々の形態があるが、本研究では
Free-Hanging Catenaryライザーシステムを対象とする。

　フレキシブルパイプの設計においては、その挙動評価
結果等を踏まえて疲労評価等が行われ、これらの結果を
考慮して設計の妥当性や安全性が評価される。特に、疲
労への寄与が大きいと考えられているVIV（Vortex In-
duced Vibration）と呼ばれる振動を挙動評価の段階で
正しく把握することが重要である。このVIVはフレキシ
ブルパイプの構造減衰によって振幅が大きく変化するこ
とから、フレキシブルパイプの構造減衰を考慮したフレ
キシブルパイプの挙動評価を行う必要がある。
　そこで、本研究では挙動評価として１）浮体・係留系
の成立性を確認するためのシステム挙動評価、２）フレ
キシブルパイプに作用する張力を把握するためのフレキ
シブルパイプを含む全体挙動解析、３）VIVによるフレ
キシブルパイプの挙動を把握するためのVIV解析を実施
した。

１．システム挙動評価
　フレキシブルパイプの上端部に位置するFPSOの挙動
に対して、係留ライン及びフレキシブルパイプの反力と
浮体挙動の干渉影響を考慮した時間領域シミュレーショ
ンを行った。なお、係留ライン及びフレキシブルパイプ
の全体挙動及び反力はランプドマス法による準静的計算
により評価した。
　対象としたFPSOは全長340m、幅58m、喫水12m、排
水量約245,000tonで、係留は12本の係留索による内部タ
レット方式を仮定した。なお、係留索はチェーンおよび
ワイヤーで構成されるものとした。
　また、海気象条件はブラジル・カンポス沖（水深
2,000m）における再現期間100年とし、３時間のシミュ
レーションを行った。
　図２にFPSOの挙動計算例を示す。左図はFPSOの６
自由度の時系列であり、右図は水平面内におけるFPSO
の姿勢を示している。本計算結果より、仮定した浮体・
係留系が十分に成立することが確認できた。

２．フレキシブルパイプ全体挙動解析
　前述の浮体・係留系にフレキシブルパイプを加えて、
フレキシブルパイプ全体挙動解析を実施した。全体挙動
解析はランプドマス法に基づいている。
　図３に全体挙動解析結果の一例を示す。図はそれぞれ
X、Y、Z断面におけるフレキシブルパイプの全体形状
を示している。図中赤線はフレキシブルパイプの初期位
置を示しており、青線はFPSOの位置変化に伴うフレキ

⑾　大水深用フレキシブルパイプの開発評価研究

実 施 期 間　平成20年度～
担 当 者　前田克弥、浅沼貴之
共同研究先　新日鉄エンジニアリング（株）、古河電気工業（株）、三井物産（株）

― 79 ―

Ⅰ．Ｒ&Ｄ推進部



シブルパイプの全体形状の変化を示している。
　また、図４にフレキシブルパイプに生じる張力の時系
列を示す。図中、青線はFPSOとの取り付け部における
張力を示しており、赤線は海底面と接地するTDP
（Touch Down Point）での張力を示している。
　本解析結果から最大張力はフレキシブルパイプの上端
部において発生することを確認した。

３．フレキシブルパイプVIV解析
　VIVとは渦励振と呼ばれる振動であり、円筒形の物体
が流れの中にあるときに、流れと直交方向の振動が発生
する現象である。このVIVはフレキシブルパイプの構造
減衰による影響を大きく受ける。従い、構造減衰を考慮
したVIV解析を実施し、模型試験と比較検討することに
より実機フレキシブルパイプに対するVIV解析を実施し
た。

3．１　フレキシブルパイプ模型によるVIV解析
　試験に用いた模型は実機との縮尺比3.85、長さ20ｍ、
外径42mmであり、実機の構造減衰を模擬した模型と
なっている。本模型を上端ピン支持、下端フリーの状態
で上端部から4.5mの範囲に流れを当てた時に発生する
VIV振幅について実験結果と計算結果を比較したものを
図５に示す。図５の左図は流速が７cm/sの場合で、右
図は10cm/sの場合である。また、図中、縦軸は水深、
横軸はVIV振幅を模型外径で除した無次元量である。赤
点は実験結果であり、実線は構造減衰を考慮した数値計
算結果である。
　本結果から、数値計算においてやや振幅を過大評価す
るとなっているが、流速に対する振幅の増減の全般的な
傾向は両者でよく一致している。すなわち、構造減衰を
適切に考慮することにより数値計算によりほぼ妥当な
VIV振幅を得ることができることを確認した。
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図１　フレキシブルライザーを用いたライザーシステム

図２　FPSO挙動計算結果例



3．２　実機フレキシブルパイプのVIV解析
　前述の数値解析結果から、フレキシブルパイプの構造
減衰を考慮することにより、フレキシブルパイプのVIV
振幅を評価できることが確認できた。そこで、構造減衰
を考慮した実機フレキシブルパイプのVIV解析を実施し
た。解析範囲はFPSOとの取り付け部である上端部から
PLEM（Pipe Line End Manifold）までである。本計算
結果の一例を図６に示す。
　図中、縦軸はフレキシブルパイプのPLEMから上端ま

での長さを示しており、横軸はVIV振幅をパイプの外径
で除した無次元量である。
　約1,250mのところにTDPが位置しており、PLEM（０
m）からTDPまでの範囲では振動は発生していない。
1,900m付近で急激に振幅が小さくなっている点は流速
が不連続に変化している水深に対応したもので、その前
後に大きな振幅の箇所が見られるが、この箇所の振動周
波数は低く、疲労などへの影響は小さい。一方、3,000m
から3,500m（上端部）の流速が大きい範囲においては、
VIV振幅が大きく、かつ周波数が高いために疲労寿命へ
の寄与が大きいことが明らかとなった。

まとめと検討課題
　本研究では水深2,000mおよび3,000mに適用可能なフ
レキシブルパイプについて設計・製造方法・経済性の検
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図４　フレキシブルパイプ張力時系列

図５　VIV振幅の実験値と計算値の比較

図３　フレキシブルパイプ全体挙動解析結果例

図６　実機フレキシブルパイプのVIV振幅計算結果



討を実施しており、本稿では設計上問題となるフレキシ
ブルパイプの挙動評価結果について紹介した。今後は挙
動評価結果や別途実施している材料特性試験結果などを
踏まえて設計・製造方法を見直すとともに今後海洋油ガ

ス田開発において必要とされる供給量や事業採算性に関
してさらなる調査を実施し、経済性の評価を行う予定で
ある。
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目的
　決められた測線上を航行する必要がある観測船や物理
探査船などの船舶にとって、障害となる海上漂流等を早
期に発見し監視することは、警戒船による漂流物除去の
必要性を判断する上で非常に重要である。特に視界不良
時や夜間などにおいて、目視による監視によって海上漂
流物を発見することは困難である。そこで本研究では、
昼夜・天候を問わずに早期に海上漂流物を発見し、監視
するためのシステムを開発することを目的とする。

経緯
　我が国周辺の海域は原木などの海上漂流物が多いこと
が知られている。これらの海上漂流物の早期発見・除去
がなされなかった場合、観測船や物理探査船自身の進路
変更が必要となり再観測の必要性が生じる可能性があ
る。また、回避ができなかった場合では観測機器等を損
傷するなどの物的な被害が出る可能性もある。
　海上漂流物等との遭遇は昼夜・天候を問わない。船員
による目視観測では、夜間や霧、雨天等の視界が確保さ
れない場合では海上漂流物等の発見が困難であり、また、
レーダーによる観測では、特に雨天において発見が困難
となる。
　このような背景の下、昼夜・天候を問わずに海上漂流
物等を早期に発見し、その後の海上漂流物の進路を予測
することは、観測船や物理探査船自身の進路変更の判断
ならびに警戒船による漂流物除去作業を円滑に行うため
に有用であることから、平成20年度石油・天然ガス開発・
利用促進型特別研究「船陸間高速大容量通信ネットワー
クを用いた物理探査船の安全・効率的運航を目的とした
協調運航支援システムの研究―昼夜全天候型海上監視技
術の研究―」において海上監視システムの開発を実施し
ている。本稿ではこれまでに開発したシステムについて
紹介する。

内容及び成果
１．システム概要
　本研究で開発する海上監視システムが持つべき特性と
して
・監視距離が長いこと
・監視視野が広いこと
・小型の対象物（海上漂流物）を監視できること
・光量が不十分な夜間や視界不良時において監視でき
ること

などがある。これらの特性を考慮し、開発する海上監視
システムの目標性能を以下のように設定した。
・最大観測距離　２km以上
・最大観測視野　20°以上
・最小画像分解能　0.06°
・発熱体、発光体、蛍光体を選択的に観測可能
・アクティブ観測およびパッシブ観測装置で構成
・水平安定度0.5°以内
　これらの目標性能に対し、観測手法の異なるカメラに
よって構成される「複合カメラ」により海上漂流物を観
測することとした。これは、観測が困難な小型の海上漂
流物を昼夜や天候条件によって、それぞれの観測手法の
長所を生かし、検知感度を向上させるためである。複合
カメラを構成する３種類のカメラは以下の通りである。
・舶用蛍光レーザーレーダー（以下、舶用蛍光ライダー）
・熱赤外線カメラ
・カラー暗視カメラ
　また、複合カメラを船舶に直接固定した場合、船舶の
動揺によってカメラ映像が大きく変化するため、海上漂
流物の検知が困難になる。船体動揺がカメラに与える影
響を抑制し、より安定したカメラ映像を取得するために
「舶用水平安定旋回台」（以下、水平安定台）も同時に
開発を行っている。本水平安定台は通常、自動で観測方
向（方位）を変化させ、より広範囲にわたって海上漂流
物を観測するが、船内における観測者による観測方向（方
位・仰角）のコントロールも可能となっている。
　上述の複合カメラ、水平安定台および船内観測者用の
制御・モニタリング装置によって海上監視システムは構
成されている。図１に本監視システムによる観測概要図
を、図２に開発した複合カメラと水平安定台を示す。

２．複合カメラ
　複合カメラは前述の通り、１）舶用蛍光ライダー、２）
熱赤外線カメラ、３）カラー暗視カメラの３つの異なっ
た映像取得機器および距離測定用のレーザーから構成さ
れている。各カメラの特徴は以下の通りである。

⑴　舶用蛍光ライダー
　舶用蛍光ライダーは、海上漂流物に紫外レーザーを照
射し、そこで発光する蛍光を船舶上から観測する装置で
ある。この観測方法は太陽光の影響を除去できることか
ら昼夜を問わずに使用することができ、また、雨や霧の
中でも比較的高いコントラストの映像を取得できる長所

⑿　昼夜全天候型海上監視技術の開発

実 施 期 間　平成20年度～
担 当 者　前田克弥、浅沼貴之
共同研究先　NTTコミュニケーションズ（株）、（独）海上技術安全研究所、（国）東京海洋大学

― 83 ―

Ⅰ．Ｒ&Ｄ推進部



がある。一方、近紫外光および可視光を用いたアクティ
ブ観測であるために距離の遠い対象物に対して検出感度
が低下する欠点がある

⑵　熱赤外線カメラ
　熱赤外線カメラは物体・物質の赤外線放射強度を観測
する２次元撮像装置で、海面や海上漂流物が放射する赤
外線を観測する。本カメラでは，昼夜を問わず同じ映像
を得ることが可能である。また、海面と海上漂流物の温
度がほぼ変わらない場合でも海上漂流物の表面粗度が荒
い場合では観測が可能である。他方、雨天の場合は雨粒
により赤外線が吸収されることがあり、検出感度が低下
する。

⑶　カラー暗視カメラ
　カラー暗視カメラは，可視光領域に感度のある２次元
撮像装置である。２次元高感度光センサーで赤・緑・青
の３色について観測することで，月明かり程度の微光で
も鮮明にカラー画像を表示することが可能である。他方、
闇夜の場合や雨天・霧などの視界不良の場合では海上漂
流物の検出が困難となる。
　これらのカメラで構成される複合カメラの特性試験の
一部として、洋上にて曳航した模擬漂流物を観測する試
験を実施した。試験において取得した画像例を図３に示
す。本画像は日没直後に取得したもので、カメラから漂
流物までの距離は約１kmである。
　本試験結果より、複合カメラを用いて海上漂流物を補
捉することが可能であることが確認された。

３．進路予測システム
　進路予測システムは海上監視システムにより得られた
画像から海上漂流物のみを抽出し、カメラの姿勢・方向
等の補正を行い、時々刻々の海上漂流物の緯度・経度デー
タを積み上げることにより、海上漂流物の進路を予測す
る。本システムのフローチャートを図４に示す。また、
図５に海上漂流物の抽出画面を、図６に予測結果を示す。
　これらの結果より、海上漂流物の進路予測が可能であ
ることが確認された。

まとめと検討課題
　観測船や物理探査船等において重要である海上漂流物
の監視システムとして、複合カメラ、水平安定台および
進路予測システムから構成される海上監視システムを開
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図２　海上監視システム（上部：複合カメラ、下部：水平安定台）

図１　海上監視システム概要図



発し、その基本性能について検討を行った。その結果、
本システムにおいて
・海上漂流物を補捉することが可能であること
・海上漂流物の進路を予測することが可能であること

を確認し、海上監視システムとしての基本性能を確認し

た。
　今後は実際の船舶に搭載し、本システムの性能評価を
行うとともに、実用化に向けたブラッシュアップを行う
予定である。
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図４　進路予測システムフローチャート

図６　海上漂流物進路予測算出結果例

図５　海上漂流物の検出結果

図３ 　複合カメラによる取得画像例（上：カラー暗視カメラ、中：
熱赤外線カメラ、下：舶用蛍光ライダー）



目的
　平成20年度までの委託研究成果をベースに、超臨界水
を利用した超重質原油改質技術（図１）の技術的・経済
的競争力を見極めると同時に、次期フェーズ（Semi-Pilot）
に必要なエンジニアリングデータ等を蓄積することを目
的とする。

成果
１．超臨界水利用超重質油改質システムの構築：
　ボイラー・ヒーター水質対応を検討した。

２．反応条件検討：
　縦型反応装置の改造を実施中。

３．改質油・ピッチの性状分析：
　可視化セル試験装置製作中。

４．排出物（製品外）処理方法・利用方法の検討：
　平成22年度実施予定。

５．商業プロセス検討・課題抽出：
　平成22年度実施予定。

６．競争力検討：
　希釈法、コーカー法等とのサプライチェーン比較検討。

７．適用重質油田／超重質油田の調査：
　油田サイト条件等を調査した。

８．総合的経済性検討：
　平成22年度実施予定。

９．Semi-Pilot装置の検討：
　平成22年度実施予定。

まとめと検討課題
　研究開始が平成22年１月である。主たる研究項目は平
成22年度に実施予定。

⒀　超臨界水を利用した超重質油改質技術

実 施 期 間　平成21年度～22年度
担 当 者　末廣能史、市川　真、明吉研二、岡津弘明
共同研究先　日揮（株）［JGC］
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図１　超臨界重質油改質技術




